
市 議 会 だ よ り （�）第２１５号 �015年（平成�7年）２月14日

● 議員の寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています ●

　昭和30年代に９割であった木材自給率が

約３割まで落ち込んでいる中、戦後造成した

人工林が本格的な利用期を迎えている。

政府は、森林・林業基本計画の中で、2020

年までに木材自給率５割を目指すことを掲げ

ており、そのためには新たな製品・技術の開

発・普及等による新たな需要を創出すること

が求められる。

　このような中で、CLT（直交集成板）とい

う新たな木材製品・技術の普及に対する期待

が高まっている。CLTは厚い大判のパネルの

ことで、強度、断熱性、耐火性に優れている他、

コンクリートに比べて軽く組み立ても容易な

ため、欧米を中心に急速に普及が進んでおり、

我が国で一般的な構造部材として普及が進め

ば、新たな木材需要が喚起される可能性があ

り、林業・木材産業を初め山村地域の振興に

つながる。

　よって、本市議会は政府に対し、下記の措

置を講じるよう強く要望する。

１．CLTの基準強度や設計法等の建築基準の

整備を早期に進めること

２．CLTに関する技術研究をさらに進めると

共に、日本の風土や気候に合った設計・施

工技術の確立、及びCLT建築に関する技術

者の養成を図ること

３．早急に大規模な生産拠点を整備し、CLT

の量産体制を確立すること
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※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。

○平成�7年定例会開会予定日○

２月定例会 ２月17日(火)

６月定例会 ６月12日(金)

９月定例会 ９月４日(金)

12月定例会 11月27日(金)

※上記は予定であり、事情により変更され
る場合があります。
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○市長提出
議　案 第 29 号 市川市副市長定数条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

30 号 市川市職員の配偶者同行休業に関する条例の制定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
31 号 市川市一般職員の給与に関する条例等の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ × 可　決
32 号 市川市立保育園の設置及び管理に関する条例の一部改正について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決
33 号 市川市障害者介護給付費等審査会の委員の定数等を定める条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

34 号
市川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の制定について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

35 号
市川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
の一部改正について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

36 号
市川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着
型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める
条例の一部改正について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

37 号 市川市地域包括支援センターの人員等に関する基準を定める条例の制定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
38 号 市川市心身障害児就学指導委員会条例の全部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
39 号 市川市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
50 号 平成 26 年度市川市一般会計補正予算（第 3号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
41 号 平成 26 年度市川市国民健康保険特別会計補正予算（第 2号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
42 号 平成 26 年度市川市下水道事業特別会計補正予算（第 1号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
43 号 平成 26 年度市川市地方卸売市場事業特別会計補正予算（第 2号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
44 号 平成 26 年度市川市介護保険特別会計補正予算（第 2号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
45 号 指定管理者の指定の期間の変更について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
46 号 指定管理者の指定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
47 号 財産の無償譲渡について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決
48 号 財産の無償譲渡について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決
49 号 財産の無償譲渡について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 可　決
51 号 市川市国民健康保険条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

報　告 第 39 号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認
○議員提出
発　議 第 28 号 地域の中小企業振興策を求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

29 号 CLT の普及促進による林業・木材産業の活性化を求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
30 号 米の需給・価格安定対策及び需要拡大を求める意見書の提出について ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × 可　決
31 号 秘密保護法の廃止を求める意見書の提出について × × ○ × × × ○ ○ × × × 否　決
32 号 雇用破壊の「派遣法改悪」はやめるよう求める意見書の提出について × × ○ × × × ○ ○ × × × 否　決
33 号 陸上自衛隊木更津駐屯地をオスプレイの整備拠点としないよう求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × × × 否　決
34 号 消費税 10％は「先送り」ではなく、中止を求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × × × 否　決
35 号 少人数学級の拡充を求める意見書の提出について × × ○ × × × ○ ○ × × × 否　決
36 号 外形標準課税の拡大をやめるよう求める意見書の提出について × × ○ × × × △ ○ × × × 否　決
37 号 ヘイトスピーチ根絶への対策強化を求める意見書の提出について × × ○ × × △ ○ ○ ○ × ○ 否　決

38 号
まち・ひと・しごと創生（地方創生）本部の取り組みを評価し、引き続き全国の先進的な
事例を紹介するよう求める意見書の提出について

× × × × × ○ × ○ × × × 否　決

39 号
市川市上空における航空騒音問題の軽減を図るため、政府に対し、首都圏全域の上空に広
がる「横田ラプコン」の管制権の即時返還を実現すべく、強い態度で米国政府と交渉を行
うよう求める意見書の提出について

× × ○ × × × ○ ○ × × × 否　決

40 号 消費税増税ではなく、税制改革による増収策を求める意見書の提出について × × ○ × × × × ○ × × × 否　決
41 号 子宮頸がんワクチンの被害者に寄り添うことを求める決議について × × ○ × × △ × ○ ○ × × 否　決
42 号 政務活動費等により切手を大量に購入した会派の調査に関する決議について 審議未了

○請　願
請願第 26-10 号 請願の押印省略を求める請願（閉会中継続審査事件） × × ○ × × △ × ○ × × ○ 不採択

26-11-2 号
「子ども・子育て支援新制度」における保育・学童保育の充実を求める請願（閉会中継続
審査事件）

× × ○ × × × × △ × × × 不採択

件　　　名（12　月　臨　時　会）
各会派の賛否

（会派名は定例会と同様）
審議結果

○議員提出
発　議 第 43 号 政務活動費等により切手を大量に購入した会派の調査に関する決議について ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ 可　決

44 号 政務活動費（調査費）の不正支出の調査に関する決議について ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ○ × ― 可　決

件　　　名（１　月　臨　時　会）
各会派の賛否

（会派名は定例会と同様）
審議結果

○市長提出
報　告 第 41 号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△　　※無所属・ネット＝無所属の会・市民ネット
※地方自治法第 117 条により、発議第 43 号については 14 名、発議第 44 号については 18 名の議員が議事に参与していません。
※議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。


